
「ハコモノ」改善の道しるべ―
「廿日市市公共施設白書」、「廿日市
市公共施設マネジメント基本方針」は
市ホームページからダウンロード可能。

　鉄筋コンクリートの建物の改修で、一番費用が
かさむのは設備に関するものです。
　例えば、空調設備の耐用年数は１０～１５年。現在
改修している施設を例にとると、約３，７００万円が空
調設備の全面改修に掛かっています。その設備は
重油などの燃料を使用するタイプで、当時は一番
効果的とされていました。しかし、現在は電気が
主流で、取り外して新しいタイプを設置します。

　改修工事は新築時とは大きく違い、天井や壁を
剝がしたり、内装を全てやりかえたりすることもあ
ります。しかし、利用者にとっては、壊れていた
空調が直っただけ。そこに大きな費用が掛かって
いることには気付きにくいのです。
　家電製品などは十年一昔といわれます。時代の
変化やニーズに大きく左右されるのが設備費用な
のです。
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す
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と
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４０ わがまちの
ハコモノ事情は

公共施設の維持・管理には、見えない費用が掛かっています
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全国平均を上回る
一人当たりの面積時

ハコモノの更新費用に、

毎年約　億円５０

住宅営繕課ますだ・としひこ　　益田　敏彦課長

今後　年間で、約２０３４億円―。

４０何の数字だか分かりますか。

廿日市市で所有する公共施設の

建て替えや大規模修繕に掛かる費用です。

すべての公共施設を維持しようとすると、

毎年約　億円が必要になるのです。

５０

■生産年齢人口の減少

近年、市の人口は減少に転じ、将来もこの傾向は続
くと予測。独自の試算によると、平成４７年の人口は
１０万１２９１人。２４年と比べ１万６６２５人（１４％）減少し、
税収に大きな影響を及ぼすと考えられます。

■現状と課題

■分類別延べ床面積割合（グラフ１）
全体に占める割合が最も
大きいのが学校。次いで
市営住宅、社会教育施設
の順となっています。

■市内各市民センターの平均　維持管理費用（表１）
金　額項　目

約２億３千万円人に掛かるコスト※１
約１億９千万円物に掛かるコスト※２
約４億２千万円合　計
約２１００万円１館当たり
１万９２６３円釈当たり

平成２４年度決算より。　※１　職員などに掛かる費
用。　※２　維持管理費、修繕費、保守点検などに
掛かる費用。

23% 29% 32% 34% 36% 38%

63% 59% 57% 56%
55% 53%

14% 12% 11% 10% 9% 9%

　どこに、何が、どれだけあるのか、公共施設の全
体像を把握することから始め、課題とともに市民に
公開する必要がありました。
　本市の２３年後（平成４７年）の人口は約１０万人に
減少し、平成２年の人口規模に戻ると予測されてい
ます。当時の公共施設の総延べ床面積は３６万㎡で、
現在より約１５万㎡も少なかったのです。こうした現
状と将来の更新費用の課題を踏まえ、公共施設の総

量縮減に取り組みます。
　また、その取り組みの中で、公共施設を単なるハ
コとして捉えるのではなく、施設が果たす「機能」
にも着目して考えることにしています。　
　パンドラの箱を開けてしまっても、きちんと取り
組めば必ず最後には希望の光は見えるはず。建て替
えピークが来る前の早期の取り組みが、市民への影
響を最小限にできると考えています。　
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。
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ネ
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、
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も
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充
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縮
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縮
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。

　
　

た
だ
し
、
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朽
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な
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点
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た
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共
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す
る
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に
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の
縮
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し
た
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配
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の
変
化
に
伴
う
必
要

性
を
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民
と
共
に
検
討
し
、
施
設

が
担
う
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能
を
中
心
に
、
地
域
の

特
性
や
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代
の
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ー
ズ
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考
慮
し

た
公
共
施
設
の
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配
置
を
行
い
ま
す
。
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公
共
施
設
を
経
営
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源
と
捉
え
、
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に
有
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用
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図
り
ま
す
。
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果
的
な
管
理
運
営

　
　

利
用
率
・
稼
働
率
の
向
上
、
民

間
活
力
の
活
用
や
受
益
者
負
担
の

適
正
化
な
ど
を
推
進
し
ま
す
。
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一
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ネ
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ン
ト

　
　

公
共
施
設
全
体
か
ら
見
た
活
用
、

課
題
解
決
を
図
る
た
め
、
公
共
施

設
を
一
元
的
に
管
理
し
ま
す
。

　

そ
し
て
、「
今
後　

年
間
で
総
延

４０

べ
床
面
積　

万釈
、
約
２
割
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縮
減

１０

す
る
」
こ
と
を
当
面
の
目
標
に
定
め

て
い
ま
す
。

滋
将来の世代に

負担を残さないために、

考え方と目標を設定

公共施設が果たしている機能に着目していきます
経営政策課むらかみ・まさのぶ　村上  雅信企画員

■市全体の築年度別延べ床面積（グラフ２）

市は高度経済成長期以後も長期間整備を続けています。これはベッドタウンとして発展してきた特徴でもあり、施設の一斉改修
の時期が長期間続くことを意味しています。（「廿日市市公共施設マネジメント基本方針」平成２５年６月作成より。昭和５６年６月
以降の建築確認には、新耐震基準が適用）
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